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原著論文  

 

少年院出院者を初めて受け入れた 
就労継続支援 B 型事業所の職員の心情変化 

 

石田眞由 1)，平河麻未 2)，足立一 3)，吉田裕紀 4) 

 

1) 大阪保健医療大学  

2) 訪問看護ステーションさんさん  

3) 高知リハビリテーション専門職大学  

4) 常葉大学  

 

（2025 年 10 月 10 日受付   2025 年 12 月 9 日受理）  

 

本研究は，少年院出院後の触法障害者を初めて受け入れた就労継続支援 B 型事業所の職員がどのような心情変

化を経験したかを明らかにすることを目的とした．対象は，当該事業所に勤務する職員 7 名であり，自記式質問

紙を用いて，受け入れ前後の印象，考え方の変化，今後の受け入れ意向などを聞き取った．自由記述については

質的分析を行い，回答内容をカテゴリー化した．その結果，受け入れ前には「不安・恐怖」「偏見」「支援困難感」

が多く挙がったが，受け入れ後には「理解と安心」「成長実感」「関係構築への意欲」などの肯定的変化が認めら

れた．変化を促した要因として，「実際の関わりによる認知の修正」や「矯正施設での指導経験を活かした支援可

能感」が抽出された．これらの結果から，触法障害者の受け入れに際しては，支援者の経験共有や心理的支援，

各種施設との情報連携が重要であることも示唆された．  

 

Key Words ： 触法障害者，心情変化，社会復帰  

 

 

 

はじめに  

 

触法障害者（刑事司法に関わった障害者など）の社会

復帰支援は，再犯防止および地域社会での生活安定を図

る上で重要な課題である．法務省は再犯防止に関する法

律を整備し，矯正施設出所後の地域移行支援の拡充を推

進している¹⁾が，支援の実際には依然として多くの課題

がある．特に，触法障害者を受け入れる地域福祉機関や

就労支援先の確保・質の担保は大きな障壁となっており，

制度面や実践現場，そして理解を得るという面でギャッ

プが生じている．  

触法障害者支援の研究は，主に制度設計や支援機関の

役割，福祉・司法の連携に関わる報告が中心であった．

本研究で用いる「地域移行支援」は矯正施設から地域生

活への移行支援を指し，その中心的役割を担う機関とし

て「地域生活定着支援センター」が位置付けられる．地

域生活定着支援センターは，触法障害者や矯正施設出所

者の地域生活開始を支援するために設置された専門機

関であり，出所前からの生活設計支援，医療・福祉サー

ビスとの接続，住居確保の調整や地域定着支援を担う．

特に，少年院出院者や障害特性を有する受刑者に対して，

地域福祉資源への“橋渡し”機能を果たし，矯正教育と地

域生活支援の連続性を確保する上で重要な役割を持つ． 

このような制度的枠組みが整備されつつある一方で，

地域側の受入体制や支援者の心理的課題に焦点を当て

た研究も行われている．例えば，田島²⁾は触法障害者の

地域生活支援の文脈で，受け入れ施設の課題や地域支援

ネットワークの構築の必要性を述べている．また，京・

村社³⁾は障害福祉サービス事業所で障害のある被疑者・

被告人を受け入れた職員の不安とその軽減要因を明ら

かにしており，この研究は，職員が感じた不安は「経験
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不足」「能力への不安」「社会関係の不確実性」などとさ

れ，それを軽減した要因として，「情報収集・理解」「連

携体制・バックアップ」などを挙げている．  

さらに，就労支援の分野では，竹下・藤田⁴⁾が障害者

就労移行支援事業所の支援員の心理的変容過程を分析

した研究を報告しており，支援者が日常的な支援活動を

通じて心理状態を動かしていく様相が示されている．さ

らに，障害者の就労支援に関する研究では，林⁵⁾がリカ

バリーモデルに基づく IPS（Individual Placement and 

Support）方式の有効性を報告しており，障害を抱える

人の就労機会を広げる支援モデルの方向性を示してい

る．これらの先行研究は，支援現場における支援者の心

理変化に関心を向け始めている点で本研究と親和性が

あるが，いずれも対象が通常の障害者支援利用者であり，

触法障害者を初めて受け入れた職員の心情変化を系統

的にとらえた研究は限られている．  

これらの先行研究から障害福祉事業所における触法

障害者受け入れの支援者負担・心理的課題は明らかにな

りつつあるが，初めて触法障害者の受け入れを経験した

職員の心情の変化に焦点を当てた研究は不足している

という点と，通常の障害者支援分野での支援者変容研究

はあるが，触法性というラベリング・スティグマの影響

や矯正施設との連携という要素を含む研究は少ないこ

とが明らかである．  

本研究では，「触法性に基づく社会的スティグマ」を，

犯罪歴に付随する負のラベルが個人の評価に影響する

現象として定義し，この概念を用いて支援者の心情変化

を検討し，少年院出院者を初めて受け入れた就労継続支

援 B 型事業所職員を対象に，受け入れ前後における心

情変化とその要因を質的・量的に明らかにすることを目

的とする．特に，支援者が抱えた不安や偏見，そして作

業場面や連携機関との関わりを通じた認識の変化，およ

び支援環境要因の影響を中心に考察する．これにより，

触法障害者の受け入れを促進し，矯正施設と地域支援の

連携強化に向けた示唆を得たい．  

 

研究方法  

 

1．対象  

本研究の対象は，少年院出院者を初めて受け入れた就

労継続支援 B 型事業所の職員とした．対象事業所の職

員全員に調査協力を依頼し，調査票を配布した．本研究

対象の事業所は，地域生活困難者支援の理念を持ち，地

域生活支援センターの相談員からの依頼を受け，少年院

出院者の受け入れを決定した．既存利用者との関係性や

作業負荷，安全性などを検討した上で，受け入れを行っ

たものであり，受け入れ後の支援環境調整は職員間の協

議によって段階的に整備された．研究協力は，事業所管

理者を通じて文書にて依頼し，研究趣旨を説明した上で，

同意を得た職員を対象とした．  

 

2．調査時期および手続き  

調査は，受け入れから約 1 年後の 2025 年 8 月に実施

した．職員に対し，無記名の自記式質問紙を配布し，記

入後に回収した．質問紙は，著者が先行研究に倣って³⁾

⁴⁾作成した．設問は以下の 5 つの項目で構成して作成し

た．なお，受け入れ前後と今後の受け入れの意向，必要

だと思う支援体制については複数回答可とした．  

 

1） 受け入れ前の印象（危険性・トラブル懸念など複数

選択）  

2）受け入れ後の印象（関係性，支援の工夫など）  

3）考え方の変化（4 件法+自由記述）  

4）今後の受け入れの意向とその理由  

5）必要だと思う支援体制（複数選択+自由記述）  

 

分析方法  

 

選択式項目は単純集計を行い，回答傾向を把握した．

自由記述は内容を逐語的に整理し，意味のまとまりごと

に分類した上で，共通性・差異性を基にカテゴリー化を

行った．得られたカテゴリー間の関係を整理し，支援者

の心情の変化を示すプロセスモデルを作成した．分析は

Excel を用いて行った．  

 

倫理的配慮  

 

本研究は，対象者の所属機関の承諾を得たうえで実施

した．調査への回答は任意とし，匿名性の確保，回答拒

否の自由，研究目的以外での使用禁止について文書で説

明した．  

著者は日本学術振興会（JSPS）が提供する「人を対象

とする生命科学・行動科学系研究に関する倫理教育」e-

learning プログラムを修了しており，その内容に基づき

倫理的配慮を行った．調査に際しては，協力者に研究の

趣旨，任意参加であること，個人が特定されない形でデ  
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※平均支援歴 9.7 年（範囲：4～15 年）  

 

表 2 触法障害者の受け入れ前後の印象比較  

印象項目  
受入前  

(延べ数) 

受入後  

(延べ数) 

危険性を感じる  2 0 

一般の利用者とトラブルの

懸念がある  
6 0 

支援に工夫が必要だと感じ

ている  
1 4 

関係性作りが大切だと感じ

ている  
1 6 

その他（会ってみないとわ

からないと思った）  
1 ０  

 

ータを扱うことを文書および口頭で説明し，同意を得た

上で実施した．  

 

結果  

 

本研究は，就労継続支援 B 型事業所において少年院

出院者を受け入れた職員 7 名を対象に，受け入れ前後の

印象や心情の変化，今後の支援体制に関する認識を明ら

かにすることを目的とした．回答数は 7 名であった．回

答者の年齢は 30～60 代で，中堅からベテラン層の職員

が中心であった．支援歴は 4～15 年であった（表 1）．  

 

 

図 1 受け入れ後の考え方の変化  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1． 受け入れ前の印象（表 2）  

受け入れ前の段階では，「一般の利用者とのトラブル

が起きるかもしれないと心配していた」（6 名，85．7％）

が最も多く，次いで「危険性があると感じていた」（2 名，

28．6％）がみられた．また，一部の回答者からは「会

ってみたい」「どのような人か知りたい」といった記述

もみられた．  

 

2． 受け入れ後の印象（表 2）  

受け入れ後は，「特別な支援より関係性づくりが大切

だと感じている」（6 名，85．7％）が最多であり，「支

援に工夫が必要」（4 名，57．1％）であった．自由記述

では「トラブルは予想より少ない」という内容が複数み

られた．受け入れ前に想定していた懸念が軽減された様

子が示された．  

 

3． 考え方の変化（図 1，表 3）  

考え方の変化については，「とても変化があった」（3

名，42．9％），「ある程度変化があった」（2 名，28．6％）

と回答した者が計 5 名（71．4％）であった．自由記述

からは，「暴力的なイメージがあったが，そんなことは

なかった」「思っていたより他の利用者と変わらない」

「障害があっても同じ“人”である」といった内容が多く

みられた．また，「指導を受けていたため，聞き入れる

ことができていると思う」という記述もあった．

回答者  年齢層  支援歴（年）  

1 30 代  8 

2 30 代  5 

3 60 代以上  13 

4 40 代  13 

5 50 代  15 

6 50 代  10 

7 50 代  4 

表 1 回答者の属性  
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表 3 自由記述の質的カテゴリ①（考え方の変化）  

回答内容   カテゴリ   説明  

健常者でも障害があってもみんな同じ

「人」だから気持ちは同じだと思った  

 
人間理解・平等意識の深化  

 「障害」や「触法」ではなく，人

としての共通性を重視する視点  

暴力的なイメージがあったが，そんな

ことはなかった  

 
偏見修正・イメージの変化  

 接触経験によって事前のネガティ

ブイメージが修正された  

指導を受けていたため、聞き入れるこ

とができていると思う  

 
矯正教育の効果・安心感  

 少年院での指導が支援関係形成に

プラスに作用した認識  

思っていたより他の利用者さんと変わ

らない  

 
受容・共働の実感  

 特別扱いする必要がないという実

感  

 

 

表 4 自由記述の質的カテゴリ②（受け入れたい理由）  

回答内容   カテゴリ   説明  

犯罪歴による（殺人等を犯した方につ

いては検討の余地あり）  

 
リスク選別的受容  

 犯罪の内容に応じて慎重な判断が

必要との意識  

他利用者とのトラブルがある可能性を

見極めたいから  

 
安全配慮・観察的支援  

 支援環境を整える前提での受け入

れ  

スタッフを増員し，目利きができるな

ら  

 
人的支援体制の強化ニーズ  

 職員配置や専門的支援の充実を求

めている  

ルールや決まりを理解できるかなど  
 

適応・理解力への懸念  
 

社会的スキルの理解を重視  

基本的にどの人も何らかの問題がある

以上，本人の危険性のみを見て支援し

ないのは違う気がする  

 

支援倫理・包摂意識  

 
“危険性”ではなく“人”として支援

する倫理的姿勢  

 

 

4． 今後の受け入れ意向（表 4）  

全員が「条件が整えば受け入れたい」と回答した．自

由記述では，「スタッフ増員」「トラブル対応力の向上」

「ルール理解の確認」「事前情報の共有」などが挙げら

れた．  

 

5． 必要な支援体制・研修（図 2）  

今後必要と感じる支援体制として，「専門職（作業療

法士や心理士など）の定期的な関与」（5 名，71．4％），

「チームでのケース検討・共有の時間」（4 名，57．1％），

「他施設との情報交換」（3 名，42．9％）が多く挙げら

れた．また，「法的知識や精神疾患理解の研修」との記

述がみられた．  

考察  

 

本研究の結果から，触法障害者を受け入れた職員は，

当初は「危険性」や「他利用者とのトラブル」への不安

を抱いていたが，実際に作業や日常的に関わることで，

その認識が「理解」や「受容」へと変化していた．自由

記述にみられた「暴力的なイメージがあったがそうでは

なかった」「思っていたより他の利用者と変わらない」

などの記述は，支援者が日々の関わりを通して対象者を

再評価したことを表している．これは，触法性ラベルに

基づいた先入観が，実際の接触経験によって修正されて

いく過程と解釈できる．  

 この認識の変化は，Allport(1954)の接触仮説に示さ  
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図 2 今後触法障害者を受け入れる上で必要な  

支援体制・研修（延べ数）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れるように，平等な立場での協働的接触を通して促通さ

れる．就労継続支援 B 型事業所における共同作業や日

課の共有は，この条件を満たすと考えられる．  

 また，「指導を受けていたため，聞き入れることがで

きている」という支援者からの発言からは，少年院では

日課が厳格に設定され，生活の選択余地は限られている

が，近年は認知行動療法に基づく問題解決型プログラム

や，主体的な意思決定力を育成する矯正教育が導入され

ている．対象者はこれらの教育的介入により，衝動性の

抑制，対人場面での応答性，規範理解を学習しており，

その習得経験が地域社会での安定した作業参加に繋が

っていると考えられる．これにより，支援者は「危険性」

よりも「成長の可能性」を感じ取り，安心して関わるこ

とができていた．この点から，矯正教育と地域支援を連

続的に捉え，日常生活や作業を媒介とした社会復帰支援

の連携体制を強化する必要があると考えられる．  

 さらに，全員が「条件が整えば受け入れたい」と回答

したことから，受け入れ経験を通して支援者が「危険性」

よりも「受け入れ可能性」を認識するようになり，職業

倫理に基づいた受容的姿勢が形成されたと考えられる．

同時に，「スタッフ増員」「研修」「情報共有」などの要

望が挙がった点は，安心して支援を継続する上で，組織

的支援・他職種連携・教育体制が不可欠であることを示

している．  

 最後に，本研究は，触法障害者の受け入れを始めて経

験した職員の心情変化を明らかにし，偏見修正と受け入

れ形成のプロセスを示した．支援経験を通じて，職員は

触法障害者を「危険な存在」から「他の利用者と変わら

ない仲間」として捉えなおし，社会的スティグマを自ら

の体験を通して書き換えた．  

このような変化は，触法障害者の社会復帰支援におけ

る地域包摂の基盤づくりに寄与するものであり，今後さ

らに少年院や矯正施設と地域支援機関との間で，情報共

有や支援方針の連続性が保たれるシームレスな連携体

制を構築することが求められる．  

 

研究の限界と今後の課題  

 

本研究は，触法障害者の受け入れを初めて経験した就

労支援事業所職員の心情変化を明らかにした点に意義

を有する一方で，対象数やデータ形式の制約から，結果

の一般化に慎重を要する．今後は，縦断的調査や多施設

比較，当事者の視点を含む分析を通して，より多角的な

理解と支援モデルの構築を目指す必要がある．  
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